


 

 

～ 今年に入って、交通労働災害で２名死亡 !！ 

        ほかにも交通事故で１名死亡 !！ ～ 

 

令和５年に入ってからの県内における死亡災害は２件で、

いずれも石巻監督署管内で発生しています。 

 また、その２件とも交通労働災害により尊い命が失なわ

れたものです。 

 さらに、３月に入り、道路から転落した車両の自動車運転

者が亡くなる事故も１件発生しており、きわめて憂慮すべ

き状況となっています。 

 石巻監督署では、交通労働災害の増加を防止するため、

「交通労働災害緊急事態宣言」を発表しました。 

 事業主の皆さまと働く皆様におかれては、「交通労働災害

防止のためのガイドライン」に基づき、適正な走行管理、安

全運転教育、健康管理、車両の点検・整備などについて十分

な対策をお願いします！ 

令和5年に入ってからの県内における死亡災害 

業   種 労働者数 事故の型 
発 生 状 況 

発 生 月 時 間 帯 起 因 物 

その他の 

建設工事業 
1～10人 

はさまれ、 

巻き込まれ 

勤務終了後に駐車場に向かうため、事業場敷地

内の構内道路の交差点を横断中に、左折してきた

ダンプトラックに轢かれたもの。 １月 16時台 トラック 

その他の 

卸売業 
10～49人 

はさまれ、 

巻き込まれ 

 2トンダンプトラックで牡蠣殻の運搬作業にお

いて、ダンプトラックの降車後、逸走したダンプ

トラック轢かれたもの。 １月 14時台 トラック 

交通労働災害緊急事態宣言！ 
 



 
 主な取組事項は次のとおりです。 

  
 ◆ 安全管理者・運行管理者・安全運転管理者などの体制を整備・確立 

 ◆ 安全衛生方針の表明、目標設定とそのための計画実施（ＰＤＣＡサイクルによる） 

 ◆ 安全委員会などでの調査・審議 

 

 ◆ 適正な走行計画に基づく労働時間・運転時間の管理 

 ◆ 点呼の実施とその結果に基づく適切な対応 

 

 ◆ 交通法規、労働基準関係法令、睡眠・飲酒の影響などについて雇入れ教育 

 ◆ 交通事故情報・運転記録や交通安全情報マップなどに基づく日常の教育、交通危険予知訓練 

 

 ◆ ポスターの掲示、表彰制度の導入、交通安全情報マップの作成・周知 

 

 ◆ 過積載の防止、適切で無理のない発着時刻・走行時間・ルートの設定の協議・協力 

 

 ◆ 確実な健康診断実施・長時間労働者の面接指導とこれらの結果に基づく適切な事後措置 

 

 ◆ 異常気象などについての迅速な情報提供・適切な指示 

 ◆ 車両の適正な点検・整備、安全装置等の装備・充実 

 

 

石巻労働基準監督署 
 (R5.4) 

 

 



死 傷 死亡 構成比（％）死 傷 死亡 死 傷 死亡 死 傷 死亡 死 傷 死亡 構成比（％） 被 災 者 数 率 （ ％ ）

全 産 業 合 計 462 3 100.0 344 5 332 2 439 2 906 2 100.0 467 106.4 120

製 造 業 125 1 27.1 105 93 2 121 1 162 1 17.9 41 33.9 2

食 料 品 製 造 業 79 1 17.1 59 46 2 78 1 74 8.2 -4 -5.1 1

水 産 食 料 品 製 造 業 68 1 14.7 46 40 2 67 1 61 6.7 -6 -9.0 1

そ の 他 11 2.4 13 6 11 13 1.4 2 18.2

繊維工業・衣服その他の繊維製品製造業 2 0.4 2 3 0.3 1 50.0

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業 3 0.6 8 7 3 6 1 0.7 3 100.0

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業 1 0.2 2 1 1 0.1

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業 2 0.4 1 1 2 4 0.4 2 100.0 1

印 刷 ・ 製 本 業 1

化 学 工 業 2 0.4 2 3 2 -2 -100.0

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業 2 0.4 3 2 2 2 0.2

鉄 鋼 業 ・ 非 鉄 金 属 製 造 業 2 1 1 0.1 1

金 属 製 品 製 造 業 4 0.9 3 5 4 12 1.3 8 200.0

一 般 機 械 器 具 製 造 業 6 1.3 7 4 5 5 0.6

電 気 機 械 器 具 製 造 業 6 1.3 4 3 5 4 0.4 -1 -20.0

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 7 1.5 11 14 6 41 4.5 35 583.3

造 船 業 7 1.5 10 14 6 41 4.5 35 583.3

そ の 他 1

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業 1 0.2 1 3 0.3 2 200.0
そ の 他 の 製 造 業 10 2.2 3 6 10 6 0.7 -4 -40.0

鉱 業 1 0.2 2 1 1 1 0.1

土 石 採 取 業 1 0.2 2 1 1 1 0.1
そ の 他

建 設 業 79 17.1 81 3 73 76 106 11.7 30 39.5 7

土 木 工 事 業 37 8.0 29 2 36 36 57 6.3 21 58.3 6

建 築 工 事 業 33 7.1 37 1 29 31 39 4.3 8 25.8 1

鉄骨・鉄筋コンクリート家屋建築工事業 7 1.5 9 10 7 23 2.5 16 228.6 1

木 造 家 屋 建 築 工 事 業 13 2.8 20 1 14 12 2 0.2 -10 -83.3

建 築 設 備 工 事 業 7 1.5 2 2 7 3 0.3 -4 -57.1

そ の 他 の 建 築 工 事 業 6 1.3 6 3 5 11 1.2 6 120.0
そ の 他 の 建 設 業 9 1.9 15 8 9 10 1.1 1 11.1

運 輸 交 通 業 33 2 7.1 32 1 30 30 1 36 4.0 6 20.0 1

鉄 道 ・ 軌 道 ・ 水 運 ・ 航 空 業 1 0.1 1

道 路 旅 客 運 送 業 5 1.1 3 5 3 1 0.1 -2 -66.7

道 路 貨 物 運 送 業 28 2 6.1 29 1 25 27 1 34 3.8 7 25.9 1
そ の 他 の 運 輸 交 通 業

貨 物 取 扱 業 2 0.4 3 2 2 -2 -100.0

陸 上 貨 物 取 扱 業 1 1
港 湾 運 送 業 2 0.4 2 1 2 -2 -100.0

農 業 7 1.5 2 3 6 1 0.1 -5 -83.3

林 業 8 1.7 5 5 8 6 0.7 -2 -25.0

畜 産 業 ・ 水 産 業 14 3.0 8 14 14 15 1.7 1 7.1

商 業 69 14.9 35 36 68 45 5.0 -23 -33.8 1

卸 売 業 、 小 売 業 63 13.6 31 33 62 40 4.4 -22 -35.5 1
そ の 他 6 1.3 4 3 6 5 0.6 -1 -16.7

金 融 ・ 広 告 業 6 1.3 3 2 5 6 0.7 1 20.0 1

映 画 ・ 演 劇 業

通 信 業 3 0.6 1 6 3 4 0.4 1 33.3

教 育 ・ 研 究 業 1 2 0.2 2

保 健 衛 生 業 56 12.1 29 32 48 474 52.3 426 887.5 103

接 客 娯 楽 業 24 5.2 8 12 23 15 1.7 -8 -34.8 1

旅 館 業 3 0.6 1 3 3 2 0.2 -1 -33.3

ゴ ル フ 場 1
そ の 他 21 4.5 7 8 20 13 1.4 -7 -35.0 1

清 掃 ・ と 畜 業 12 2.6 18 10 12 20 1 2.2 8 66.7 3

ビ ル メ ン テ ナ ン ス 業 5 1.1 3 5 5 3 0.3 -2 -40.0

廃 棄 物 処 理 業 7 1.5 15 4 7 16 1 1.8 9 128.6 3
そ の 他 1 1 0.1 1

官 公 署 2 0.4 1 3 2 -2 -100.0

そ の 他 の 事 業 21 4.5 11 1 9 20 13 1.4 -7 -35.0 1

警 備 業 6 1.3 4 4 6 5 0.6 -1 -16.7
そ の 他 15 3.2 7 1 5 14 8 0.9 -6 -42.9 1

　

28 2 6.1 30 1 26 27 1 34 3.8 7 25.9 1

小 売 業 51 11.0 27 31 50 37 4.1 -13 -26.0 1

社 会 福 祉 施 設 31 6.7 29 28 24 264 29.1 240 1000.0 76
（注）１．労働者死傷病報告（休業４日以上）による。２．令和3年全期（確定）は、令和4年3月末日までに受付した死傷病報告による。

陸 上 貨 物 運 送 事 業

前月
比

令和3年全期
(確定） 令和元年

（31年）
 1月～12月

令和３年
1月～12月

令和４年
1月～12月

令和２年
1月～12月

令和４年１２月末の状況と過去３年間同期の状況

前年比
総数

　令　　　　　和　　　　　４　　　年

労　働　災　害　発　生　状　況

（令和５年１月末までに報告を受理した分）

石巻労働基準監督署



死 傷 死亡 構成比（％）死 傷 死亡 死 傷 死亡 死 傷 死亡 死 傷 死亡 構成比（％） 被 災 者 数 率 （ ％ ）

全 産 業 合 計 301 2 100.0 224 4 212 2 287 1 717 2 100.0 430 149.8 74

製 造 業 69 22.9 66 57 2 67 118 1 16.5 51 76.1 1

食 料 品 製 造 業 43 14.3 37 27 2 43 49 6.8 6 14.0

水 産 食 料 品 製 造 業 33 11.0 25 22 2 33 38 5.3 5 15.2

そ の 他 10 3.3 12 5 10 11 1.5 1 10.0

繊維工業・衣服その他の繊維製品製造業 2 0.3 2

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業 3 1.0 6 7 3 6 1 0.8 3 100.0

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業 1 0.3 2 1 1 0.1

パルプ ・ 紙 ・ 紙加工品製造業 2 0.7 1 1 2 4 0.6 2 100.0 1

印 刷 ・ 製 本 業

化 学 工 業 2 0.7 1 2 2 -2 -100.0

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業 1 0.3 3 2 1 1 0.1

鉄 鋼 業 ・ 非 鉄 金 属 製 造 業 1 1 1 0.1 1

金 属 製 品 製 造 業 2 0.7 2 3 2 8 1.1 6 300.0

一 般 機 械 器 具 製 造 業 5 1.7 6 3 4 2 0.3 -2 -50.0

電 気 機 械 器 具 製 造 業 5 1.7 4 3 4 3 0.4 -1 -25.0

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 2 3 34 4.7 34

造 船 業 2 3 34 4.7 34

そ の 他

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業 1 0.3 1 3 0.4 2 200.0
そ の 他 の 製 造 業 4 1.3 1 5 4 4 0.6

鉱 業 2 1 1 0.1 1

土 石 採 取 業 2 1 1 0.1 1
そ の 他

建 設 業 50 16.6 46 2 42 47 91 12.7 44 93.6 7

土 木 工 事 業 22 7.3 11 1 20 21 47 6.6 26 123.8 6

建 築 工 事 業 22 7.3 21 1 17 20 35 4.9 15 75.0 1

鉄骨・鉄筋コンクリート家屋建築工事業 5 1.7 4 7 5 22 3.1 17 340.0 1

木 造 家 屋 建 築 工 事 業 6 2.0 11 1 6 5 -5 -100.0

建 築 設 備 工 事 業 7 2.3 2 2 7 3 0.4 -4 -57.1

そ の 他 の 建 築 工 事 業 4 1.3 4 2 3 10 1.4 7 233.3
そ の 他 の 建 設 業 6 2.0 14 5 6 9 1.3 3 50.0

運 輸 交 通 業 27 2 9.0 28 1 19 25 1 28 3.9 3 12.0

鉄 道 ・ 軌 道 ・ 水 運 ・ 航 空 業 1 0.1 1

道 路 旅 客 運 送 業 3 1.0 3 3 2 1 0.1 -1 -50.0

道 路 貨 物 運 送 業 24 2 8.0 25 1 16 23 1 26 3.6 3 13.0
そ の 他 の 運 輸 交 通 業

貨 物 取 扱 業 2 0.7 3 2 2 -2 -100.0

陸 上 貨 物 取 扱 業 1 1
港 湾 運 送 業 2 0.7 2 1 2 -2 -100.0

農 業 6 2.0 2 2 5 1 0.1 -4 -80.0

林 業 3 1.0 2 3 -3 -100.0

畜 産 業 ・ 水 産 業 10 3.3 7 10 10 7 1.0 -3 -30.0

商 業 46 15.3 21 24 46 27 3.8 -19 -41.3

卸 売 業 、 小 売 業 44 14.6 18 22 44 24 3.3 -20 -45.5
そ の 他 2 0.7 3 2 2 3 0.4 1 50.0

金 融 ・ 広 告 業 3 1.0 3 2 2 2 0.3

映 画 ・ 演 劇 業

通 信 業 1 0.3 1 3 1 1 0.1

教 育 ・ 研 究 業 1 2 0.3 2

保 健 衛 生 業 46 15.3 19 24 42 406 56.6 364 866.7 62

接 客 娯 楽 業 14 4.7 5 9 14 6 0.8 -8 -57.1

旅 館 業 1 0.3 1 3 1 -1 -100.0

ゴ ル フ 場

そ の 他 13 4.3 4 6 13 6 0.8 -7 -53.8

清 掃 ・ と 畜 業 7 2.3 12 9 7 17 1 2.4 10 142.9 3

ビ ル メ ン テ ナ ン ス 業 3 1.0 2 4 3 2 0.3 -1 -33.3

廃 棄 物 処 理 業 4 1.3 10 4 4 14 1 2.0 10 250.0 3
そ の 他 1 1 0.1 1

官 公 署 2 0.7 1 3 2 -2 -100.0

そ の 他 の 事 業 15 5.0 6 1 4 14 10 1.4 -4 -28.6 1

警 備 業 6 2.0 2 2 6 3 0.4 -3 -50.0
そ の 他 9 3.0 4 1 2 8 7 1.0 -1 -12.5 1

　

24 2 8.0 26 1 17 23 1 26 3.6 3 13.0

小 売 業 32 10.6 16 20 32 21 2.9 -11 -34.4

社 会 福 祉 施 設 22 7.3 19 20 19 198 27.6 179 942.1 35
（注）１．労働者死傷病報告（休業4日以上）による。２．令和3年全期（確定）は、令和4年3月末日までに受付した死傷病報告による。

　令　　　　　和　　　　　４　　　年

労　働　災　害　発　生　状　況

（令和５年１月末までに報告を受理した分）

石巻市，東松島市，女川町

陸 上 貨 物 運 送 事 業

前月
比

令和３年全期
(確定） 令和元年

（31年）
 1月～12月

令和3年
1月～12月

令和4年
1月～12月

令和2年
1月～12月

令和４年１２月末の状況と過去３年間同期の状況

前年比
総数



死 傷 死亡 構成比（％）死 傷 死亡 死 傷 死亡 死 傷 死亡 死 傷 死亡 構成比（％） 被 災 者 数 率 （ ％ ）

全 産 業 合 計 161 1 100.0 110 1 109 139 1 189 100.0 50 36.0 46

製 造 業 56 1 34.8 36 31 49 1 44 23.3 -5 -10.2 1

食 料 品 製 造 業 36 1 22.4 20 18 33 1 25 13.2 -8 -24.2 1

水 産 食 料 品 製 造 業 35 1 21.7 19 17 32 1 23 12.2 -9 -28.1 1

そ の 他 1 0.6 1 1 1 2 1.1 1 100.0

繊維工業・衣服その他の繊維製品製造業 2 1.2 2 1 0.5 -1 -50.0

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業 2

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

パルプ ・ 紙 ・ 紙加工品製造業

印 刷 ・ 製 本 業

化 学 工 業 1 1

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業 1 0.6 1 0.5 1

鉄 鋼 業 ・ 非 鉄 金 属 製 造 業 1

金 属 製 品 製 造 業 2 1.2 1 2 1 4 2.1 3 300.0

一 般 機 械 器 具 製 造 業 1 0.6 1 1 1 3 1.6 2 200.0

電 気 機 械 器 具 製 造 業 1 0.6 1 0.5 1

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 7 4.3 8 9 6 7 3.7 1 16.7

造 船 業 7 4.3 7 9 6 7 3.7 1 16.7

そ の 他 1

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

そ の 他 の 製 造 業 6 3.7 2 6 2 1.1 -4 -66.7

鉱 業 1 0.6 1 -1 -100.0

土 石 採 取 業 1 0.6 1 -1 -100.0
そ の 他

建 設 業 29 18.0 31 1 28 27 15 7.9 -12 -44.4

土 木 工 事 業 15 9.3 16 1 15 14 10 5.3 -4 -28.6

建 築 工 事 業 11 6.8 14 10 10 4 2.1 -6 -60.0

鉄骨・鉄筋コンクリート家屋建築工事業 2 1.2 5 2 2 1 0.5 -1 -50.0

木 造 家 屋 建 築 工 事 業 7 4.3 8 7 6 2 1.1 -4 -66.7

建 築 設 備 工 事 業

そ の 他 の 建 築 工 事 業 2 1.2 1 1 2 1 0.5 -1 -50.0
そ の 他 の 建 設 業 3 1.9 1 3 3 1 0.5 -2 -66.7

運 輸 交 通 業 6 3.7 4 10 4 8 4.2 4 100.0 1

鉄 道 ・ 軌 道 ・ 水 運 ・ 航 空 業

道 路 旅 客 運 送 業 2 1.2 1 1 -1 -100.0

道 路 貨 物 運 送 業 4 2.5 4 9 3 8 4.2 5 166.7 1
そ の 他 の 運 輸 交 通 業

貨 物 取 扱 業

陸 上 貨 物 取 扱 業

港 湾 運 送 業

農 業 1 0.6 1 1 -1 -100.0

林 業 5 3.1 3 5 5 6 3.2 1 20.0

畜 産 業 ・ 水 産 業 4 2.5 1 3 4 8 4.2 4 100.0

商 業 23 14.3 14 11 20 18 9.5 -2 -10.0 1

卸 売 業 、 小 売 業 19 11.8 13 10 16 16 8.5 1
そ の 他 4 2.5 1 1 4 2 1.1 -2 -50.0

金 融 ・ 広 告 業 3 1.9 2 4 2.1 2 100.0 1

映 画 ・ 演 劇 業

通 信 業 2 1.2 3 2 3 1.6 1 50.0

教 育 ・ 研 究 業

保 健 衛 生 業 10 6.2 10 8 6 68 36.0 62 1033.3 41

接 客 娯 楽 業 10 6.2 2 3 8 9 4.8 1 12.5 1

旅 館 業 2 1.2 2 2 1.1

ゴ ル フ 場 1
そ の 他 8 5.0 2 2 6 7 3.7 1 16.7 1

清 掃 ・ と 畜 業 5 3.1 5 1 4 3 1.6 -1 -25.0

ビ ル メ ン テ ナ ン ス 業 2 1.2 1 1 1 1 0.5

廃 棄 物 処 理 業 3 1.9 4 3 2 1.1 -1 -33.3
そ の 他

官 公 署

そ の 他 の 事 業 6 3.7 4 5 6 3 1.6 -3 -50.0

警 備 業 1 2 2 1.1 2
そ の 他 6 3.7 3 3 6 1 0.5 -5 -83.3

　

4 2.5 4 9 3 8 4.2 5 166.7 1

小 売 業 19 11.8 11 10 16 16 8.5 1

社 会 福 祉 施 設 9 5.6 10 8 5 66 34.9 61 1220.0 41
（注）１．労働者死傷病報告（休業４日以上）による。２．令和３年全期（確定）は、令和4年3月末日までに受付した死傷病報告による。

令和2年
1月～12月

令和４年１２月末の状況と過去３年間同期の状況

前年比
総数

　令　　　　　和　　　　　４　　　年

労　働　災　害　発　生　状　況

（令和５年１月末までに報告を受理した分）

気仙沼市，南三陸町

陸 上 貨 物 運 送 事 業

前月
比

令和３年全期
(確定） 令和元年

（31年）
1月～ 12月

令和3年
1月～12月

令和4年
1月～12月



死 傷 死亡 構成比（％）死 傷 死亡 死 傷 死亡 死 傷 死亡 死 傷 死亡 構成比（％） 被 災 者 数 率 （ ％ ）

全 産 業 合 計 906 2 100.0 16 1 26 17 27 100.0 10 58.8 10

製 造 業 162 1 17.9 3 1 9 4 1 3.7 -3 -75.0 -3

食 料 品 製 造 業 74 8.2 2 1 6 2 -2 -100.0 -2

水 産 食 料 品 製 造 業 61 6.7 2 1 4

そ の 他 13 1.4 2 2 -2 -100.0 -2

繊維工業・衣服その他の繊維製品製造業 3 0.3 1

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業 6 1 0.7

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業 1 0.1

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業 4 0.4 1 3.7 1 1

印 刷 ・ 製 本 業

化 学 工 業 1

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業 2 0.2

鉄 鋼 業 ・ 非 鉄 金 属 製 造 業 1 0.1

金 属 製 品 製 造 業 12 1.3

一 般 機 械 器 具 製 造 業 5 0.6

電 気 機 械 器 具 製 造 業 4 0.4 1 1 1 -1 -100.0 -1

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 41 4.5

造 船 業 41 4.5

そ の 他

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業 3 0.3
そ の 他 の 製 造 業 6 0.7 1 -1 -100.0 -1

鉱 業 1 0.1

土 石 採 取 業 1 0.1
そ の 他

建 設 業 106 11.7 3 2 2 1 3.7 -1 -50.0 -1

土 木 工 事 業 57 6.3 2 1 1 -1 -100.0 -1

建 築 工 事 業 39 4.3

鉄骨・鉄筋コンクリート家屋建築工事業 23 2.5

木 造 家 屋 建 築 工 事 業 2 0.2

建 築 設 備 工 事 業 3 0.3

そ の 他 の 建 築 工 事 業 11 1.2
そ の 他 の 建 設 業 10 1.1 1 1 1 1 3.7

運 輸 交 通 業 36 4.0 2 2 4 3 11.1 -1 -25.0 -1

鉄 道 ・ 軌 道 ・ 水 運 ・ 航 空 業 1 0.1

道 路 旅 客 運 送 業 1 0.1 1

道 路 貨 物 運 送 業 34 3.8 2 1 4 3 11.1 -1 -25.0 -1
そ の 他 の 運 輸 交 通 業

貨 物 取 扱 業

陸 上 貨 物 取 扱 業

港 湾 運 送 業

農 業 1 0.1 1

林 業 6 0.7 1 1

畜 産 業 ・ 水 産 業 15 1.7 1 1 3.7 1 1

商 業 45 5.0 2 6 2 1 3.7 -1 -50.0 -1

卸 売 業 、 小 売 業 40 4.4 2 6 2 1 3.7 -1 -50.0 -1
そ の 他 5 0.6

金 融 ・ 広 告 業 6 0.7

映 画 ・ 演 劇 業

通 信 業 4 0.4 2 1 -1 -100.0 -1

教 育 ・ 研 究 業 2 0.2

保 健 衛 生 業 474 52.3 4 1 1 19 70.4 18 1800.0 18

接 客 娯 楽 業 15 1.7 1

旅 館 業 2 0.2

ゴ ル フ 場

そ の 他 13 1.4 1

清 掃 ・ と 畜 業 20 1 2.2 2 -2 -100.0 -2

ビ ル メ ン テ ナ ン ス 業 3 0.3

廃 棄 物 処 理 業 16 1 1.8 2 -2 -100.0 -2
そ の 他 1 0.1

官 公 署

そ の 他 の 事 業 13 1.4 1 1 1 3.7

警 備 業 5 0.6 1 1 3.7
そ の 他 8 0.9 1

　

34 3.8 2 1 4 3 11.1 -1 -25.0 -1

小 売 業 37 4.1 2 5 2 1 3.7 -1 -50.0 -1

社 会 福 祉 施 設 264 29.1 3 1 1 4 14.8 3 300.0 3
（注）１．労働者死傷病報告（休業４日以上）による。２．令和4年全期（未確定）は、令和5年1月末日までに受付した死傷病報告による。

陸 上 貨 物 運 送 事 業

前月
比

令和4年全期
(未確定）

令和２年
 1月

令和４年
1月

令和５年
1月

令和３年
1月

令和５年１月末の状況と過去３年間同期の状況

前年比
総数

　令　　　　　和　　　　　５　　　年

労　働　災　害　発　生　状　況

（令和５年１月末までに報告を受理した分）

石巻労働基準監督署



死 傷 死亡 構成比（％）死 傷 死亡 死 傷 死亡 死 傷 死亡 死 傷 死亡 構成比（％） 被 災 者 数 率 （ ％ ）

全 産 業 合 計 717 2 100.0 11 1 14 11 26 100.0 15 136.4 15

製 造 業 118 1 16.5 3 1 6 2 1 3.8 -1 -50.0 -1

食 料 品 製 造 業 49 6.8 2 1 4 1 -1 -100.0 -1

水 産 食 料 品 製 造 業 38 5.3 2 1 2

そ の 他 11 1.5 2 1 -1 -100.0 -1

繊維工業・衣服その他の繊維製品製造業 2 0.3

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業 6 1 0.8

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業 1 0.1

パルプ ・ 紙 ・ 紙加工品製造業 4 0.6 1 3.8 1 1

印 刷 ・ 製 本 業

化 学 工 業 1

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業 1 0.1

鉄 鋼 業 ・ 非 鉄 金 属 製 造 業 1 0.1

金 属 製 品 製 造 業 8 1.1

一 般 機 械 器 具 製 造 業 2 0.3

電 気 機 械 器 具 製 造 業 3 0.4 1 1 1 -1 -100.0 -1

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 34 4.7

造 船 業 34 4.7

そ の 他

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業 3 0.4
そ の 他 の 製 造 業 4 0.6

鉱 業 1 0.1

土 石 採 取 業 1 0.1
そ の 他

建 設 業 91 12.7 2 1 2 1 3.8 -1 -50.0 -1

土 木 工 事 業 47 6.6 1 1 -1 -100.0 -1

建 築 工 事 業 35 4.9

鉄骨・鉄筋コンクリート家屋建築工事業 22 3.1

木 造 家 屋 建 築 工 事 業

建 築 設 備 工 事 業 3 0.4

そ の 他 の 建 築 工 事 業 10 1.4
そ の 他 の 建 設 業 9 1.3 1 1 1 1 3.8

運 輸 交 通 業 28 3.9 1 3 3 11.5

鉄 道 ・ 軌 道 ・ 水 運 ・ 航 空 業 1 0.1

道 路 旅 客 運 送 業 1 0.1

道 路 貨 物 運 送 業 26 3.6 1 3 3 11.5
そ の 他 の 運 輸 交 通 業

貨 物 取 扱 業

陸 上 貨 物 取 扱 業

港 湾 運 送 業

農 業 1 0.1

林 業

畜 産 業 ・ 水 産 業 7 1.0 1

商 業 27 3.8 1 4 1 1 3.8

卸 売 業 、 小 売 業 24 3.3 1 4 1 1 3.8
そ の 他 3 0.4

金 融 ・ 広 告 業 2 0.3

映 画 ・ 演 劇 業

通 信 業 1 0.1 1 -1 -100.0 -1

教 育 ・ 研 究 業 2 0.3

保 健 衛 生 業 406 56.6 3 1 1 19 73.1 18 1800.0 18

接 客 娯 楽 業 6 0.8 1

旅 館 業

ゴ ル フ 場

そ の 他 6 0.8 1

清 掃 ・ と 畜 業 17 1 2.4 1 -1 -100.0 -1

ビ ル メ ン テ ナ ン ス 業 2 0.3

廃 棄 物 処 理 業 14 1 2.0 1 -1 -100.0 -1
そ の 他 1 0.1

官 公 署

そ の 他 の 事 業 10 1.4 1 1 3.8 1 1

警 備 業 3 0.4 1 3.8 1 1
そ の 他 7 1.0 1

　

26 3.6 1 3 3 11.5

小 売 業 21 2.9 1 3 1 1 3.8

社 会 福 祉 施 設 198 27.6 2 1 1 4 15.4 3 300.0 3
（注）１．労働者死傷病報告（休業4日以上）による。２．令和4年全期（未確定）は、令和5年1月末日までに受付した死傷病報告による。

　令　　　　　和　　　　　５　　　年

労　働　災　害　発　生　状　況

（令和５年１月末までに報告を受理した分）

石巻市，東松島市，女川町

陸 上 貨 物 運 送 事 業

前月
比

令和4年全期
(未確定） 令和2年

1月
令和4年
1月

令和5年
1月

令和3年
1月

令和５年１月末の状況と過去３年間同期の状況

前年比
総数



死 傷 死亡 構成比（％）死 傷 死亡 死 傷 死亡 死 傷 死亡 死 傷 死亡 構成比（％） 被 災 者 数 率 （ ％ ）

全 産 業 合 計 189 100.0 5 12 6 1 100.0 -5 -83.3 -5

製 造 業 44 23.3 3 2 -2 -100.0 -2

食 料 品 製 造 業 25 13.2 2 1 -1 -100.0 -1

水 産 食 料 品 製 造 業 23 12.2 2

そ の 他 2 1.1 1 -1 -100.0 -1

繊維工業・衣服その他の繊維製品製造業 1 0.5 1

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業

パルプ ・ 紙 ・ 紙加工品製造業

印 刷 ・ 製 本 業

化 学 工 業

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業 1 0.5

鉄 鋼 業 ・ 非 鉄 金 属 製 造 業

金 属 製 品 製 造 業 4 2.1

一 般 機 械 器 具 製 造 業 3 1.6

電 気 機 械 器 具 製 造 業 1 0.5

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 7 3.7

造 船 業 7 3.7

そ の 他

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

そ の 他 の 製 造 業 2 1.1 1 -1 -100.0 -1

鉱 業

土 石 採 取 業

そ の 他

建 設 業 15 7.9 1 1

土 木 工 事 業 10 5.3 1 1

建 築 工 事 業 4 2.1

鉄骨・鉄筋コンクリート家屋建築工事業 1 0.5

木 造 家 屋 建 築 工 事 業 2 1.1

建 築 設 備 工 事 業

そ の 他 の 建 築 工 事 業 1 0.5
そ の 他 の 建 設 業 1 0.5

運 輸 交 通 業 8 4.2 1 2 1 -1 -100.0 -1

鉄 道 ・ 軌 道 ・ 水 運 ・ 航 空 業

道 路 旅 客 運 送 業 1

道 路 貨 物 運 送 業 8 4.2 1 1 1 -1 -100.0 -1
そ の 他 の 運 輸 交 通 業

貨 物 取 扱 業

陸 上 貨 物 取 扱 業

港 湾 運 送 業

農 業 1

林 業 6 3.2 1 1

畜 産 業 ・ 水 産 業 8 4.2 1 100.0 1 1

商 業 18 9.5 1 2 1 -1 -100.0 -1

卸 売 業 、 小 売 業 16 8.5 1 2 1 -1 -100.0 -1
そ の 他 2 1.1

金 融 ・ 広 告 業 4 2.1

映 画 ・ 演 劇 業

通 信 業 3 1.6 2

教 育 ・ 研 究 業

保 健 衛 生 業 68 36.0 1

接 客 娯 楽 業 9 4.8

旅 館 業 2 1.1

ゴ ル フ 場

そ の 他 7 3.7

清 掃 ・ と 畜 業 3 1.6 1 -1 -100.0 -1

ビ ル メ ン テ ナ ン ス 業 1 0.5

廃 棄 物 処 理 業 2 1.1 1 -1 -100.0 -1
そ の 他

官 公 署

そ の 他 の 事 業 3 1.6 1 -1 -100.0 -1

警 備 業 2 1.1 1 -1 -100.0 -1
そ の 他 1 0.5

　

8 4.2 1 1 1 -1 -100.0 -1

小 売 業 16 8.5 1 2 1 -1 -100.0 -1

社 会 福 祉 施 設 66 34.9 1
（注）１．労働者死傷病報告（休業４日以上）による。２．令和４年全期（未確定）は、令和5年1月末日までに受付した死傷病報告による。

　令　　　　　和　　　　　５　　　年

労　働　災　害　発　生　状　況

（令和５年１月末までに報告を受理した分）

気仙沼市，南三陸町

陸 上 貨 物 運 送 事 業

前月
比

令和４年全期
(未確定） 令和2年

 1月
令和4年
1月

令和5年
1月

令和3年
1月

令和５年１月末の状況と過去３年間同期の状況

前年比
総数



⾃動⾞等の運転を⾏わせる事業者、荷主・元請事業者の皆さまへ

交通労働災害は、全産業に占める死亡災害のうち、２割以上
を占め、労働災害防止上の重要な課題となっています。
平成24年４月に発生したツアーバスによる重大事故を受け、

厚生労働省では、「交通労働災害防止のためのガイドライン」
を改正しました。

このガイドラインは、労働安全衛生関係法令や「⾃動⾞運転
者の労働時間等の改善のための基準」とともに、交通労働災害
の防止を図るための指針となるものです。

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

交通労働災害を防止しましょう
「交通労働災害防止のためのガイドライン」のポイント



交通労働災害防止のための ガイドラインの概要

１ 目的
このガイドラインは、改善基準告示（「⾃動⾞運転者の労働時間等の改善の
ための基準 」 (平成元年労働省告示第7号）とともに、
◆交通労働災害防止のための管理体制の確⽴
◆適正な労働時間等の管理、⾛⾏管理
◆教育の実施
◆健康管理
◆交通労働災害防止に対する意識の⾼揚
◆荷主、元請による配慮
などの積極的な推進により、交通労働災害の防止を目的とするものです。

２ 対象となる交通労働災害
対象となる交通労働災害は、道路上と事業場構内での⾃動⾞と原動機付き
⾃転⾞ (以下「⾃動⾞等」という)の交通事故による労働災害です。

３ 事業者・運転者の責務
事業者の責務：労働者に⾃動⾞等の運転を⾏わせる事業者は、このガイドラインを

指針として、事業場での交通労働災害を防止しましょう。
運転者の責務：⾃動⾞等の運転を⾏う労働者は、交通労働災害を防止するため、

事業者の指示など、必要な事項を守り、事業者に協⼒して交通労働
災害の防止に努めましょう。

１ 交通労働災害防止のための管理体制の確⽴
事業者は、安全管理者、運⾏管理者、安全運転管理者などの交通労働災害防
止に関係する管理者を選任し、役割、責任、権限を定め、管理者に対し必要
な教育を⾏いましょう。

2 方針の表明、目標の設定、計画の作成・実施・評価・改善
事業者は、安全衛生方針を表明し、目標を設定しましょう。目標を達成する
ため、労働時間の管理、教育を含む安全衛生計画を作成し、計画を実施し、
評価・改善しましょう。

3 安全委員会における調査審議
安全委員会などで交通労働災害の防止について調査・審議をしましょう。

１ 目的

２ 交通労働災害防止のための管理体制等
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1 適正な労働時間の管理、⾛⾏管理
◆疲労による交通労働災害を防止するため、改善基準告示を守り、適正な⾛
⾏計画によって、運転者の⼗分な睡眠時間に配慮した労働時間の管理をし
ましょう。

◆⼗分な睡眠時間を確保するために必要な場合は、より短い拘束時間の設定、
宿泊施設の確保などを⾏いましょう。

◆⾼速乗合バス、貸切バス事業者については、運転者の過労運転を防止する
ため、国⼟交通省が定めた交替運転者の配置基準を守りましょう。

2 適正な⾛⾏計画の作成
次の事項を記載した⾛⾏計画を作成し、運転者に適切な指示をしましょう。
◆⾛⾏の開始・終了の地点、日時
◆運転者の拘束時間、運転時間と休憩時間
◆⾛⾏時に注意を要する箇所の位置
◆荷役作業の内容と所要時間(荷役作業がある場合のみ)
◆⾛⾏経路、経過地の出発・到着の日時の目安

運⾏記録計(タコグラフ)を活用して乗務状況を把握しましょう。計画どおり
⾛⾏できなかった場合は、原因を把握し、次回の⾛⾏計画の⾒直しを⾏い、
運転者の疲労回復に配慮しましょう。

3 点呼の実施とその結果への対応
◆疾病、疲労、飲酒などで安全な運転ができないおそれがないか、乗務を開
始させる前に点呼によって、報告を求め、結果を記録しましょう。

◆睡眠不⾜や体調不良などで正常な運転ができないと認められる場合は、運
転業務に就かせないなど、必要な対策を取りましょう。

4 荷役作業を⾏わせる場合の対応
◆事前に荷役作業の有無、運搬物の重量などを確認し、運転者の疲労に配慮
した⼗分な休憩時間を確保しましょう。

◆荷役作業による運転者の⾝体負荷を減少させるため、適切な荷役用具・設
備を備え付けましょう。

◆荷を積載するときは、最大積載量を超えない、偏荷重が生じないようにし
ましょう。

３ 適正な労働時間等の管理、⾛⾏管理
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1 教育の実施
◆雇入れ時の教育
交通法規、改善基準告示などの遵守、睡眠時間の確保、飲酒による運転へ
の影響、睡眠時無呼吸症候群の適切な治療、体調の維持の必要性について
教育を⾏いましょう。必要に応じて、ベテランが添乗し、実地の指導をし
ましょう。
◆日常の教育
改善基準告示の遵守、⼗分な睡眠時間の確保、交通事故発生情報、デジタ
ル・タコグラフ、ドライブ・レコーダーの記録などから判明した安全⾛⾏
に必要な情報に関する事項、交通安全情報マップ、関係法令改正などにつ
いて教育を⾏いましょう。
◆交通危険予知訓練
イラストシート、写真などを使って、危険性を予知し、防止対策を⽴てる
ことによって、安全を確保する能⼒を⾝につけさせる交通危険予知訓練を
実施しましょう。

2 運転者認定制度など
◆運転者認定制度
教育指導の受講者、試験の合格者に対して、運転業務を認める認定制度を
導入しましょう。
◆マイクロバス・ワゴン⾞などで労働者を送迎する場合は、⼗分技能があ
る運転者を選任しましょう。

1 交通労働災害防止に対する意識の⾼揚
ポスターの掲示、表彰制度、交通労働災害防止大会の開催などにより、運転
者の交通労働災害防止に対する意識の⾼揚を図りましょう。

2 交通安全情報マップの作成
交通事故発生情報、デジタル・タコグラフやドライブ・レコーダーの記録、
交通事故の危険を感じた事例（ヒヤリ・ハット事例）に基づき、危険な箇所、
注意事項を示した交通安全情報マップを作成し、配布・掲示などを⾏いま
しょう。

荷主と運送業の元請事業者は、交通労働災害防止を考慮した適切で安全な運⾏
のため、事業者と協働して取り組みましょう。
◆荷主・元請事業者の事情による、直前の貨物の増量による過積載運⾏を防止
しましょう。

◆到着時間の遅延が⾒込まれる場合、改善基準告示を守った安全運⾏が確保さ
れるよう、到着時間の再設定、ルート変更を⾏いましょう。

◆荷主・元請事業者は、改善基準告示に違反し、安全な⾛⾏ができない可能性
が⾼い発注をしないようにしましょう。

◆荷主・元請事業者は、荷積み・荷卸し作業の遅延で予定時間に出発できない
場合、到着時間の再設定をし、荷主の敷地内で待機できるようにしましょう。

４ 教育の実施

５ 交通労働災害防止に対する意識の⾼揚

６ 荷主・元請事業者による配慮
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1 健康診断
運転者について健康診断を確実に実施し、保健指導をしましょう。
所⾒が認められた運転者には、「健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置
に関する指針」に基づき、適切な対応をしましょう。

2 面接指導等
⻑時間にわたる時間外・休日労働を⾏った運転者については、面接指導ととも
に、労働時間の短縮などの適切な対応をしましょう。

3 心身両面にわたる健康の保持増進
事業場での健康の保持、増進に努めましょう。

4 運転時の疲労回復
運転者に対して、ストレッチなどで運転時の疲労回復に努めるよう指導しま
しょう。

1 異常気象などの対応
異常気象や天災の場合は、安全を確保するため、⾛⾏の中止や一時待機など、
運転者に必要な指示をしましょう。

2 ⾃動⾞の点検
事業者は⾛⾏前に必要な点検をして、異常があった場合は、直ちに補修などの
措置を取りましょう。

3 ⾃動⾞に装備する安全装置等
⾃動⾞に必要な安全装置を整備しましょう。

ご不明な点は、最寄りの都道府県労働局、労働基準監督署へお問い合わせください。

７ 健康管理

８ その他
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（別添） 
交通労働災害防止のためのガイドライン 

 
第１ 目的 
１ 目的 

本ガイドラインは、労働安全衛生関係法令、自動車運転者の労働時間等の改善のた

めの基準（平成元年労働省告示第７号。以下「改善基準告示」という。）等とあいまっ

て、事業場における交通労働災害防止のための管理体制の確立等、適正な労働時間等

の管理及び走行管理、教育の実施等、健康管理、交通労働災害防止に対する意識の高

揚、荷主及び元請による配慮等の実施の積極的な推進により、交通労働災害の防止を

図ることを目的とする。 
２ 本ガイドラインの対象とする交通労働災害 

 本ガイドラインの対象とする交通労働災害は、道路上及び事業場構内における自動

車及び原動機付き自転車（以下「自動車等」という。）の交通事故による労働災害とす

る。 
３ 事業者及び運転者の責務 

労働者に自動車等の運転を行わせる事業者（以下「事業者」という。）は、本ガイド

ラインを指針として、事業場における交通労働災害防止対策の積極的な推進を図るこ

とにより、交通労働災害の防止に努めるものとする。 
自動車等の運転を行う労働者（以下「運転者」という。）は、交通労働災害を防止す

るため、事業者の指示等の必要な事項を守るほか、事業者が実施する交通労働災害の

防止に関する措置に協力することにより、交通労働災害の防止に努めるものとする。 
 
第２ 交通労働災害防止のための管理体制等 
１ 交通労働災害防止のための管理体制の確立 

事業者は、交通労働災害防止に係る安全衛生計画の実施等、交通労働災害防止のた

めの措置を適切に実施する体制を構築するため、次の事項を実施すること。 
(1) 安全管理者、運行管理者、安全運転管理者等の交通労働災害防止に関係する管理者

を選任するとともに、その役割、責任及び権限を定め、それらを労働者に周知する

こと。 
(2) 選任された管理者に対し、必要な教育を実施すること。 

２ 交通労働災害防止に係る方針の表明、目標の設定及び計画の作成、実施、評価及び

改善 
   事業者は、交通労働災害防止対策を組織的に実施するため、次の事項を実施するこ

と。 
(1) 事業場全体の安全意識を高めるため、事業場の事業を統括管理する者は、交通労
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働災害防止の観点を含めた安全衛生方針の表明を行うとともに、労働者に周知する

こと。 
(2) 事業者は、安全衛生方針に基づき、交通労働災害防止に関する事項を含む安全衛

生目標を設定し、当該目標において一定期間に達成すべき到達点を明らかにすると

ともに、労働者に周知すること。 
(3) 事業者は、安全衛生目標を達成するため、一定の期間を限り、次に掲げる交通労

働災害防止に関する事項を含む安全衛生計画を作成するとともに、その計画を適切

に実施、評価、改善すること。 
ア 適正な労働時間等の管理及び走行管理等に関する事項 
イ 教育の実施等に関する事項 
ウ 交通労働災害防止に対する意識の高揚等に関する事項 
エ 健康管理に関する事項 

３ 安全委員会等における調査審議 
 安全委員会等（安全委員会、衛生委員会、安全衛生委員会等をいう。以下同じ。）に

おいて、交通労働災害の防止に関する事項について調査審議すること。 
  また、安全委員会等の中に交通労働災害防止部会を設置する等により、交通労働災

害の防止について、重点的に取り組むことが望ましい。 
 
第３ 適正な労働時間等の管理及び走行管理等 
１ 適正な労働時間等の管理及び走行管理の実施 

事業者は、疲労等による交通労働災害を防止するため、改善基準告示等を遵守し、

無理のない適正な運転時間等を設定した適正な走行計画を作成すること等により、

自動車（四輪以上に限る。）の運転業務に主として従事している労働者（以下、「運

転業務従事者」という。）の十分な睡眠時間等の確保に配慮した適正な労働時間等の

管理及び走行管理を行うこと。 
また、事業者は、走行開始又は終了の地点と運転業務従事者の自宅の間の移動に

要する時間等の状況を考慮し、十分な睡眠時間を確保するために必要のある場合は、

より短い拘束時間（労働時間と休憩時間（仮眠時間を含む。）の合計をいう。以下同

じ。）の設定、宿泊施設の確保等の必要な措置を講じること。 
２ 適正な走行計画の作成等 

(1) 走行計画の作成及び指示 
事業者は、運転業務従事者が乗務を開始する前に、上記１に従い、次に掲げる

事項を記載した適正な走行計画を作成するとともに、当該運転業務従事者に対し、

適切な指示を行うこと。 
なお、事業者は、走行中に作成された走行計画に記載されている事項に変更を

行う必要が生じた場合、改善基準告示等を遵守しつつ、必要な変更を行うこと。
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ア 走行の開始及び終了の地点及び日時 
イ 拘束時間、運転時間及び休憩時間 
ウ 走行に際して注意を要する箇所の位置 
エ 荷役作業の内容及び所要時間（荷役作業がある場合に限る。） 
オ 走行の経路並びに主な経過地における出発及び到着の日時の目安（戸別配送

先に対する貨物運送等、配送先が多数であり、かつ毎回異なる貨物運送（以下

「戸別配送」という。）、ハイヤー・タクシー等、走行経路を特定することが困

難な業態にあっては、記載しないこととして差し支えない。） 
また、早朝時間帯に交通事故による死亡災害が多発していることを踏まえ、走

行計画の作成にあたり、早朝時間帯の走行を可能な限り避けるようにするととも

に、走行する場合は、十分な休憩時間、仮眠時間を確保する等の交通労働災害防

止のために必要な措置を実施するよう努めること。 
 (2) 走行経路の決定等 

事業者は、道路地図、過去の走行記録、各種道路情報提供機関からの道路情報等

を収集し、適切な走行経路を決定すること。 
事業者は、運転に際して注意を要する箇所の位置、制限速度等交通規制、休憩・

仮眠・食事・給油等の場所等を地図等に盛り込んだ「交通安全情報マップ」を作成

し、これら情報を適切に伝達するよう努めること。 
 (3) 乗務状況の把握 

事業者は、適切な走行管理を行うため、常に運転業務従事者の乗務の状況を把握

すること。乗務状況の把握にあたっては、乗務の状況の正確な把握、運転業務従事

者の負担軽減のため、運行記録計（タコグラフ）を使用することが望ましいこと。 
なお、デジタル式運行記録計（デジタル・タコグラフ）を備えた自動車を使用す

る場合は、その記録を安全運転指導等に活用することが望ましいこと。 
 (4) 走行計画どおりに走行できなかった場合の措置 

事業者は、走行終了後に走行計画どおり走行できなかったことを把握した場合、

運転業務従事者からの聴取、タコグラフの記録の解析等により、その原因を把握し、

次回以降の走行計画の見直し等を行うとともに、必要に応じ、運転業務従事者の疲

労回復に配慮すること。 
３ 点呼等の実施及びその結果に基づく措置 

(1) 点呼等の実施 
事業者は、安全な運転を実施させるため、運転業務従事者に乗務を開始させる前

に、点呼等により、疾病、疲労、飲酒その他の理由により安全な運転をすることが

できないことのおそれの有無について報告を求め、その結果を記録すること。 
   また、事業者は、乗務開始前２４時間における拘束時間の合計が１３時間を超え

る場合、睡眠時間の状況を確認すること。 
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なお、点呼は対面によるものとするが、運行上やむを得ない場合は電話その他の

方法で実施して差し支えないこと。 
(2) 点呼等に基づく措置 

事業者は、走行前の点呼等において、睡眠不足が著しい、体調が不調である等正

常な運転が困難な状態と認められる者に対しては、運転業務に就かせないことを含

め、必要な措置を講じること。 
また、１週間連続して１日あたりの拘束時間が１３時間を超える等による睡眠不

足の累積等安全な運転に支障があるおそれがあると認められる者に対しては、走行

途中に十分な休憩時間を設定する等の措置を講じること。 
４ 荷役作業を行わせる場合の措置等 

(1) 荷役作業を行わせる場合の措置 
事業者は、事前に荷役作業の有無を確認し、荷役作業を運転者に実施させる場合

にあっては、運搬物の重量等を確認するとともに、運転者の疲労に配慮した十分な

休憩時間を確保すること。 
事業者は、事前に予定していない荷役作業を運転者に行わせる場合は、必要な休

憩時間の確保のため、走行計画の変更を行うこと。 
荷役作業による運転者の身体負荷を減少させるため、台車、テールゲートリフタ

ー等適切な荷役用具・設備の車両への備え付け又はフォークリフト等の荷役機械の

使用に努めるとともに、安全な荷役作業方法についての教育を行うこと。 
(2) 荷の適正な積載 

事業者は、貨物自動車に荷を積載して走行させる場合は、特に次の事項を徹底す

ること。 
ア 最大積載量を超えないこと。 
イ 偏荷重が生じないように積載すること。 
ウ 荷崩れ又は荷の落下を防止するため、荷にロープ又はシートをかける等の措置

を講ずること。 
   なお、上記の事項については、労働安全衛生規則（以下「安衛則」という。）第１

５１条の１０及び第１５１条の６６に規定されているので留意すること。 
 

第４ 教育の実施等 
１ 教育等の実施 

(1) 雇入れ時等の教育 
   事業者は、新規雇入れ運転者に対して労働安全衛生法（以下「安衛法」という。）

第５９条第１項及び第２項の規定により行う雇入時教育及び作業内容変更時教育に

おいて、次に掲げる事項を含む教育を行うとともに、必要に応じて、安全運転の知

識及び経験が豊富な運転者等が添乗することにより、実地に指導を行うこと。 
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ア 交通法規、運転時の注意事項、走行前点検の励行等の運転者が遵守すべき事項 
イ 改善基準告示等の遵守、運転日前日の十分な睡眠時間確保、飲酒による運転へ

の影響、睡眠時無呼吸症候群等の適切な治療、体調の維持等の必要性に関する事

項 
(2) 日常の教育 

   事業者は、運転者に対して、運転者の安全な運転を確保するため、次に掲げる事

項についての教育の実施又は関係団体が実施する講習会への参加等により、運転者

に交通労働災害防止に関する知識を付与すること。 
ア 改善基準告示等の遵守、運転日前日の十分な睡眠時間確保、飲酒による運転へ

の影響、睡眠時無呼吸症候群等の適切な治療、体調の維持等の必要性に関する事

項 
イ 警察等からの交通事故発生情報、交通事故の危険を感じた事例（ヒヤリ・ハッ

ト事例）、デジタル式運行記録計の記録、ドライブレコーダーの記録等から判明し

た安全走行に必要な情報に関する事項 
ウ イの情報に基づき、危険な箇所、注意事項等を示した交通安全情報マップに関

する事項 
エ 交通労働災害に関する法令等の改正等に関する行政機関からの情報 

(3) 交通危険予知訓練 
   事業者は、運転者に対して、実際の運転場面を想定したイラストシート、写真等

を用いて、運転者に、交通労働災害の潜在的危険性を予知させ、その防止対策を立

てさせることにより、安全を確保する能力を身につけさせる交通危険予知訓練を継

続的に行うことが望ましいこと。 
２ 運転者認定制度等 

(1) 運転者認定制度 
事業者は、使用する自動車等の運転に必要な資格を有する者のうち、運転適性に

応じた一定の教育指導を受けたもの、認定試験に合格したもの等に対して運転業務

を認める運転者認定制度を導入することが望ましいこと。 
   なお、教育指導、認定試験の内容等については、各事業場の実状に応じて定める

こと。 
(2) 労働者の送迎の際の運転者の指名 
 マイクロバス、ワゴン車等の自動車によって、労働者を送迎する場合、事業者は、

使用する自動車の運転に必要な資格を有する者のうちから特に十分に技能を有する

適格者を指名すること。 
また、自動車の運転以外の勤務の終了後に労働者を自動車の運転の業務に従事さ

せる場合には、疲労による交通労働災害を防止するため、自動車の運転以外の勤務

の軽減等について配慮すること。 
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第５ 交通労働災害防止に対する意識の高揚等  
１ 交通労働災害防止に対する意識の高揚 

事業者は、ポスター又は標語の募集及び掲示、交通労働災害の現場写真の掲示、表

彰制度の設立、優良運転者の公表、交通労働災害防止大会の開催等により、運転者の

交通労働災害防止に対する意識の高揚を図ること。 
２ 交通安全情報マップの作成 

事業者は、警察等からの交通事故発生情報、デジタル式運行記録計・ドライブレコ

ーダーの記録、交通事故の危険を感じた事例（ヒヤリ・ハット事例）等に基づき、危

険な箇所、注意事項等を示した交通安全情報マップを作成し、配布、掲示等を行うこ

とにより、運転者の交通労働災害防止に対する注意の喚起を図ること。 
 

第６ 荷主・元請事業者による配慮等 
荷主及び運送業の元請の事業者は、次に掲げる事項等、交通労働災害防止を考慮した

適切かつ安全な運行の確保のため必要な事項について、実際に荷を運搬する事業者と協

働して取り組むよう努めること。 
１ 荷主・元請事業者の事情により走行開始の直前に運送する貨物の増量を行う必要が

生じた場合、荷主・元請事業者は、適正な走行計画が確保され、過積載運行にならな

いよう実際に荷を運搬する事業者に協力すること。 
２ 到着時間の遅延が見込まれる場合、荷主・元請事業者は改善基準告示等を遵守した

安全運行が確保されるよう到着時間の再設定、ルート変更等を行うこと。また、到着

時間が遅延した結果として、荷主・元請事業者が実際に荷を運搬する事業者に対して、

不当に不利益な取扱いを行うことがないようにすること。 
３ 荷主・元請事業者は、実際に荷を運搬する事業者に対して、改善基準告示等に違反

し安全な走行が確保できない可能性が高い発注を行わないこと。また、無理な運行と

なるおそれがある場合、到着時間の見直し等を行うなど協力して安全運行を確保する

こと。なお、高速道路の利用が交通労働災害防止に効果があることを踏まえ、高速道

路の利用について配慮すること。 
４ 荷主・元請事業者は、荷積み・荷卸し作業の遅延により予定時間に出発できない場

合、到着時間の再設定を行う等、適正な走行計画を確保するための措置を講ずるとと

もに、荷役作業が開始されるまでの間、貨物車両が荷主の敷地内で待機できるように

すること。 
 
第７ 健康管理 
１ 健康診断 

(1) 健康診断の実施 
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運転者に対し、健康診断を確実に実施するとともに、その結果に基づき、健康状況

を総合的に把握したうえで、保健指導等を行うこと。 
   なお、安衛法第６６条の規定により、雇入れ時及び１年以内ごとに１回、定期に健

康診断を行うことが義務付けられており、特に、深夜業を含む業務等に従事する運転

者に対しては、６箇月以内ごとに１回、定期に健康診断を行うことが義務付けられて

いるので留意すること。 
(2) 健康診断の結果に基づく措置 

   健康診断等で所見が認められた運転者に対しては、健康診断結果に基づき事業者が

講ずべき措置に関する指針に基づき、適切な就業上の措置を講じること。 
２ 面接指導等 
  長時間にわたる時間外・休日労働を行った運転者に対しては、安衛法第６６条の８

又は第６６条の９の規定に基づき面接指導等を行うとともに、必要があると認められ

るときは、労働時間の短縮等の適切な措置を講ずること。 
３ 心身両面にわたる健康の保持増進 
 運転者の心身両面にわたる健康の保持増進を図るため、事業場における健康の保持

増進措置を継続的かつ計画的に講じるように努めること。 
４ 運転時の疲労回復 
 運転者の疲労による交通労働災害を防止するため、運転者に対して、走行経路の途

中において、適宜、肩、腕及び腰部のストレッチング、体操等により、運転時の疲労

回復に努めるよう指導を行うこと。 
 
第８ その他 
１ 異常気象等の際の措置 

異常な気象、天災等により安全な運転の確保に支障が生じるおそれのある場合は、

安全な運転の確保を図るため、運転者に対する必要な指示を行うこと。 
また、異常な気象、天災等が発生した場合は、その状況を的確に把握し、運転者に

対して迅速に伝達するよう努めるとともに、必要に応じて、走行を中止し、又は安全

な場所での一時待機、徐行運転を行わせる等の適切な指示を行うこと。この場合、運

転者には、適宜事業場と連絡をとらせ、その指示に従わせること。 
２ 自動車の点検 

事業者は、自動車等の安全を確保するため、走行前に行う自動車等の点検等必要な

点検を実施し、当該点検により異常を認めた場合は、直ちに補修その他必要な措置を

講ずること。 
なお、貨物自動車を使用する場合の走行前点検及び事後措置については、安衛則第

１５１条の７５及び第１５１条の７６に規定されているので留意すること。 
３ 自動車に装備する安全装置等 



8 

事業者は、交通労働災害を未然に防止し、又は災害発生時の被害を最小限に抑える

ため、自動車に必要な安全装置等を整備することが望ましい。 
また、応急修理等に必要な備品等を備えておくこと。 


